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令和４年 10月 31日 

 

東かがわ市過疎地域持続的発展計画  新旧対照表 

 

変更箇所 

（変更後計画の

頁、行等） 

変更後 変更前 

表紙 東かがわ市過疎地域持続的発展計画 

（令和３年度～令和７年度） 

 

令和３年９月 

令和４年 10月変更 

 

香川県東かがわ市 

東かがわ市過疎地域持続的発展計画 

（令和３年度～令和７年度） 

 

令和３年９月 

 

 

香川県東かがわ市 

１ 基本的な事項 

（２） 人口及び産業

の推移と動向 

ア 人口の推移と動

向 

（３頁） 

一方、老年人口(65歳以上)は、他の年齢階層とは対照的に増加傾向を

続けていましたが、令和２年に減少に転じました。 

一方、老年人口(65歳以上)は、他の年齢階層とは対照的に増加傾向

を続けていましたが、今後減少に転じる見込みです。 
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１ 基本的な事項 

（２） 人口及び産業

の推移と動向 

ア 人口の推移と動

向 

（４頁） 

 

 

表１－１（１）人口の推移（国勢調査） 

 

表１－１（１）人口の推移（国勢調査） 

１ 基本的な事項 

（２） 人口及び産業

の推移と動向 

イ 産業の推移と動

向 

（４頁） 

令和２年における就業者総数は13,216人で、市内の総人口28,279人

に占める割合は46.7％となっており、昭和50年の52.6％から5.9ポイ

ント減少しています。 

昭和 50年には、農業など第１次産業従事者の割合は 18.6％であった

のが、令和２年には 8.6％と大幅に減少する一方で、第３次産業従事

者の割合は昭和 50年には 33.2％だったものが、令和２年には 55.3％

を占めるに至っており、県内他市町の傾向と同様に就業構造に変化が

みられます。 

平成27年における就業者総数は14,627人で、市内の総人口31,031人

に占める割合は47.1％となっており、昭和50年の52.6％から5.5ポイ

ント減少しています。 

昭和50年には、農業など第１次産業従事者の割合は18.6％であった

のが、平成27年には8.7％と大幅に減少する一方で、第３次産業従事

者の割合は昭和50年には33.2％だったものが、平成27年には53.5％を

占めるに至っており、県内他市町の傾向と同様に就業構造に変化がみ

られます。 

  



 3 / 6 

 

１ 基本的な事項 

（３） 行財政の状況 

イ 行政の現況と動

向 

（５・６頁） 

令和２年度、本市の普通会計の歳入決算額は約229億１千万円で、

歳入の根幹となる市税は約33億８千万円で、歳入全体に占める割合は

約15％であり、市税等一般財源収入は十分とは言えず、地方交付税や

国・県支出金、地方債で補っている状況です。今後、滞納対策の強化

やふるさと納税制度の活用のほか、まち・ひと・しごと創生総合戦略

による人口減少対策と地域活性化策により、自主財源の確保に努める

必要があります。 

歳出決算額は約219億円で、経常収支比率が高く、財政硬直化の一

つの要因となっています。今後、社会保障費をはじめとする義務的経

費の伸びや、施設の老朽化による改修経費及び近年の施設の統廃合や

更新などによる公債費等が増加すると見込まれますが、基本構想や総

合戦略を踏まえた投資的経費も必要です。このため、事業の執行にあ

たっては、公共施設等総合管理計画等の事業計画に基づき、行財政の

一層の効率化と経費の節減を基本に各種施策の費用対効果の評価や

実施優先順位の検討を行い、限られた財源を一層効率的に配分する必

要があります。 

令和元年度、本市の普通会計の歳入決算額は約208億８千万円で、

歳入の根幹となる市税は約33億５千万円で、歳入全体に占める割合は

約16％であり、市税等一般財源収入は十分とは言えず、地方交付税や

国・県支出金、地方債で補っている状況です。今後、滞納対策の強化

やふるさと納税制度の活用のほか、まち・ひと・しごと創生総合戦略

による人口減少対策と地域活性化策により、自主財源の確保に努める

必要があります。 

歳出決算額は約200億３千万円で、経常収支比率が高く、財政硬直

化の一つの要因となっています。今後、社会保障費をはじめとする義

務的経費の伸びや、施設の老朽化による改修経費及び近年の施設の統

廃合や更新などによる公債費等が増加すると見込まれますが、基本構

想や総合戦略を踏まえた投資的経費も必要です。このため、事業の執

行にあたっては、公共施設等総合管理計画等の事業計画に基づき、行

財政の一層の効率化と経費の節減を基本に各種施策の費用対効果の

評価や実施優先順位の検討を行い、限られた財源を一層効率的に配分

する必要があります。 
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１ 基本的な事項 

（３） 行財政の状況 

イ 行政の現況と動

向 

（６頁） 

表１－２（１）市財政の状況 

 

 

表１－２（１）市財政の状況 
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１ 基本的な事項 

（３） 行財政の状況 

イ 行政の現況と動

向 

（７頁） 

表１－２（２）主要公共施設等の整備状況 

 

表１－２（２）主要公共施設等の整備状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

８ 医療の確保 

（１） 現況と問題点 

（42頁） 

令和２年度、本市には病院３、診療所19、歯科診療所14の医療施設

があります。また、県立病院では、地域の医療機関との連携を図る地

域連携室の設置などにより、地域との繋がりがより一層充実されてい

ます。 

現在、本市には病院３、診療所18、歯科診療所14の医療施設があり

ます。また、県立病院では、地域の医療機関との連携を図る地域連携

室の設置などにより、地域との繋がりがより一層充実されています。 

９ 教育の振興 

（１） 現況と問題点 

イ 義務教育 

（45頁） 

市内小中学校の小中一貫教育を推進し、ソフト面及びハード面の環

境整備を計画的に取り組むことが必要です。 

市内小中学校の小中一貫教育を推進し、市内全域での実施に向けて

ソフト面及びハード面の環境整備を計画的に取り組むことが必要で

す。 

昭和55年度末 平成２年度末 平成12年度末 平成22年度末 令和２年度末

市町村道

改良率（％） 42.6 53.7 59.7 64.1 65.2

舗装率（％） 61.6 91.7 94.4 97.1 97.3

農道

延長（ｍ） - - - - 173,419

耕地1ha当たり農道延長（ｍ） 1.4 1.4 2.3 1.6 -

林道

延長（ｍ） - - - - 41,834

林野1ha当たり林道延長（ｍ） 17.8 14.7 14 11.1 -

水道普及率（％） 93.4 96.4 97.4 98.8 99.3

水洗化率（％） - - - 78.5 94.1

- - - 9.2 9.0

区　分

人口千人当たり病院、
診療所の病床数（床）
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９ 教育の振興 

（２） その対策 

イ 義務教育 

（47頁） 

《学校施設等の改修》 

市内小中学校の小中一貫教育を推進し、快適な教育環境づくりに向

けた、施設・設備の計画的な改修・更新等を行います。 

《学校施設等の改修》 

市内小中学校の小中一貫教育を推進し、小中一貫校化に向けた環境

整備に取り組みます。また、快適な教育環境づくりに向けた、施設・

設備の計画的な改修・更新等を行います。 

 


